
②事業のライフサイクル（検討・発注・整

備・運営）での官民の役割分担

③新手法に用いられるコスト削減の仕組み

や要素

（ア）従来の公共調達手法とPFI手法等の

NPM新手法の関係

まず、わが国の場合、PFI手法は「民間資

金等の活用による公共施設等の整備等の

促進に関する法律」に基づく特別な手法で

ある。そして、法的に認められた一般的な

契約は、国の事業は会計法第29条「契約」

に基づいて、地方自治体の場合は地方自

治法第234条（契約の締結）に基づいて ①

一般競争入札、②指名競争入札に基づい

た契約、③随意契約の3種類に分類されて

いる。どのケースも、インプットを公共が設定

し価格で事業者を選定する従来の公共調

達の典型例であり、アウトプット仕様の観点

からの抜本的な改善検討は行われていな

い。

これに対して、2004年のEU公共調達指

令に基づいて2006年1月に改定された英国

の公共調達条令では、公共事業の入札の

手続きの種類を ①開放手続き、②制限手

続き、③競争的対話手続き、④交渉手続き

の4つに分類している。PFI等のNPMの新

これまで、官民協働事業の現状把握およ

び国内外の官製市場開放の流れを概説

し、英国のNPMの考え方や適用されてい

るルールを説明してきた。今回から、官民協

働事業で利用される入札方式の発展の歴

史とその具体的な仕組みを紹介していく。

従来の公共調達の手法では、公共調達

の具体的な手法や手段であるインプットを公

共が設定し、民間に価格で競争させた。こ

れに対して、NPMの進んだ国の公共調達

では、公共は達成したい結果（アウトプット）

を示し、その解決手段や手法であるインプッ

トを民間事業者に提案させる※1。この公共

調達手法の変化は、パラダイムシフトと呼ぶ

にふさわしい。今回は、わが国とEU諸国の

公共入札手法の違いを、このアウトプット仕

様書の概念を利用して説明する。

公共事業調達の枠組みの
日英比較

アウトプット仕様書利用の有無に関連し

た次の3つの観点から、わが国と、NPMの

浸透したEU諸国の公共調達に関する法や

ガイドラインの比較を行ってみよう。
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わが国における官製市場開放について③
しい手法は、競争的対話手続きや交渉手

続きで用いられるが、仕様書の書き方や事

業者の評価の仕方は公共調達すべてに共

通して適用されており、NPM手法の特有の

ものではない。具体的に条令の「仕様書の

書き方」と「事業者評価の仕方」を見てみ

よう。

仕様書の書き方は、まさにアウトプット仕

様書とはどのようなものであるかを示してい

る。「サービスもしくは物品の購入の場合に

仕様書が規定するもの」は、「材料、品物、

サービスの特徴、すなわち、品質や、環境パ

フォーマンスレベル、すべての要求を満た

す設計、適合性評価、パフォーマンス等を含

んだもの」である。そして「工事の場合に仕

様書が規定するもの」は、「工事、材料、物

品の特徴、すなわち、それらの許認可、環境

パフォーマンス、全ての要求を満たす設計、

適合性評価、パフォーマンス、設計、見積も

り、検査等に関連したルール、およびその他

の技術的な条件」である。仕様書に特定の

技術や性能を示すことは適切ではない。

選定方法は「発注者の観点から最も経

済的に有利な提案」もしくは「最も低価格の

提案」を選定するためのものである。前者

の定義は「品質、価格、技術的メリット、美的

および機能的特徴、環境特性、運営コスト、

コスト効率、アフターセールサービス、技術

支援、配送日、配送期間、完成(組立)期間

を含んで検討した結果から判断されるもの」

であり、総合評価であることが分かる。

（イ）事業のライフサイクル（検討・発注・整

備・運営・終了時）での官民の役割分担

次に、検討段階から最終的な契約終了

時に至る事業のライフサイクルにおいての

官民の役割分担について見てみよう。

わが国の場合、国の公共調達では、民間

事業者の改善提案（VE）を評価するため

に「総合評価落札方式による一般競争入
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それぞれが変更
不可能（原則）

札」を導入した。ただし、公共調達の主要

な部分を事業者に価格で競争させるという

原則は変わっていない。また、価格で競争

させるためには、提案内容が大幅に異なる

と合理性に欠けることから、提案内容が一

定の仕様の範囲で収まるように、特定の手

法に基づいた技術的な性能を記載する「性

能発注仕様書」が用いられている。この性

能をアウトプットととらえ、アウトプット仕様書

と分類する文献もあるが、筆者は、前提とな

るインプットの性能を規定していることから

インプット仕様書として分類する。

地方自治体の場合は、既に行政改革に

よって仕様書を作成する職員まで削減して

しまっているところが多く、国のように基本

的な仕様書を独自で策定することが困難

である。そのため、仕様書作成業務も含め

た「設計施工一括発注方式」を民間事業

者に求める傾向にある。このような状況の

中で自治体はインプット仕様書の策定をや

め、民間提案の制限を撤廃した日本版アウ

トプット仕様書※2を策定する傾向にあるが、

日本版アウトプット仕様書では、異なった提

案内容の客観的な評価が困難なので改善

する必要がある。

EU諸国では、第1回でも説明したように、

発注者は達成したい結果（アウトプット）を

示し、手段や手法を民間事業者に提示させ

る。資料は、インプット仕様書とアウトプット仕

様書の違いによって公共調達のパラダイム

シフトが起こり、官民の役割分担が変わっ

たことを示している。

（ウ）新手法に用いられるコスト削減の

仕組みや要素

最後に、NPMの仕組みについて述べてお

く。わが国でも、NPM先進国の考え方が導

入され、公共調達における費用のバリュー・

フォー・マネー（VFM：お金の生み出す価

値）を向上させることが重要であると認識さ

れている。ただし、わが国特有の談合制度

による競争を阻害する要因が、業界の異な

るメンバーによって構成されたコンソーシア

ム同士が競合することによって取り除かれ

たり、分割発注で生じていた不明確な責任

分担部分をカバーするための管理費や予

備費等を設計施工運営の一括発注によっ

て取り除けたりできる場合、このような要因

によるコスト削減は、PFI手法による民間資

金の利用によるコスト削減とは関連してい

ないので留意する必要がある。

EU諸国では、PFI事業のVFMは民間資

金を利用することによって従来公共がとっ

ていたリスクを民間に移転できる場合に大

きくなると認識されており、競争によるコスト

削減や分割発注を一括発注にすることで

達成可能なコスト削減とは区別して、官から

民へのリスク移転によるコスト削減のVFM

算定を行う。NPMにおけるVFM算定には、

この官から民へのリスク移転は不可欠な要

素である。リスクの算定については、別途述

べることにする。

以上から、NPMの導入が進んでいるEU

諸国では、価格だけで評価する一般競争

入札のような公共調達は既に存在しておら

ず、アウトプット仕様書に基づく新たな公共

調達の仕組みへとパラダイムシフトしたこと

をご理解いただけただろうか。次回は、この

アウトプット仕様書の発展の歴史を振り返っ

てみよう。
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［従来型］

発注者

・インプット（事業手段や手法）に基づく仕様書作成
・事業関連リスクは公共が保持
・単年度会計で管理

民間企業

・設計・施工・維持管理・運営は、別々の業者が提供

［NPM型］

発注者

・アウトプット（結果）に基づく仕様書作成
・適切なリスクを民間へ移転
・民間を活用し、公共のベスト手段と比較したVFMを生み
出す
・長期的な施設提供＆運営の資金源を確約
・ユニタリーペイメントの導入

民間企業

・設計施工・フルサービス付きの施設を提供
・施設のフル運営サービス
・技術革新を用いてリスクを管理し、ライフサイクルコスト
を低減
・収益事業の実施
・長期契約の締結による事業の安定化
・資金調達と自らのB/Sへの資産計上

公共調達のパラダイムシフト


